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軍事力を基盤とするソフト・パワー

ーナイ・イニシアチブを事例として

宮岡

はじめに

重力

ハーバード大学教授であるナイ (JosephNye， Jr.)が1990年から提唱してきた

「ソフト・パワーj概念は、アメリカ本国のみならず広く国際社会において一般

的に{交われている。例えば、胡錦i奪回家主席は、 2007年の第 17回中国共産党全

国代表大会において文化振興との関連で中国のソフト・パワーについて言及し

たことがある(1)。ソフト・パワーとは「自国が望む結果を他国も望むようにす

る力であり、他国を無理やりに従わせるのではなく、味方につける力(2)Jであ

る。ナイは、自著『不滅の大国アメリカj(1990年)の中でこの概念を、魅力と

課題設定により相手を取り込む「吸引力 (co-optivepower) Jとして規定した。

対照的に、ハード・パワーは、強制(アメ)と誘導(ムチ)とにより相手に命

令をくだす「支配力 (commandpower) Jであるとされた(3)。

しかし、政策志向の強いこの概念には、ナイ本人も認めるとおり学術的な厳

密さを犠牲にしてきた面がある (4)O その代表的なものが、ハード・パワーとソ

フト・パワーの違いを上記の「行動の種類」の側面のみならず「力の源泉(資

源)の有形性 (tangibility)Jの側面によっても規定してしまったことである (5)。

すなわち、ナイは、ソフト・パワーは「文化とかイデオロギ一、制度といった、

目に見えにくい(intangible)力の源泉と結びっくことがよくある (6)Jという理由

で、目に見えにくい力の源泉によってソフト・パワーを特徴づけたのである(7)。

なお、ナイが無形のパワー資源を強調したのは、当時注目を集めていたネオリ

アリズムやアメリカ衰退論が軍事力や経済力という有形の資源からのみパワー

を捉えていたことを批判したかったからでもある (8)。

ところが、最近の著作においてナイは「無形性がソフト・パワーの必要条件

ではないことを明らかにしておくべきであったj と反省の弁を述べて「表現を
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修正しjている (9)。それにもかかわらず、世間では、ソフト・パワーは軍事力

とは対極的なものとして認識されているままである。また、この概念を使った

実証研究も、文化政策や広報外交に焦点を当て続けている (10)O しかし、軍事力

とソフト・パワーの関係を考察することは、パワーのハード面とソフト面を巧

みに組み合わせる「スマート・パワー」に関する理解を深める意味でも大いに

意義があるはずである(jJ)。

それでは、軍事資源とソフト・パワーはどのように関連するのであろうか。

本稿は、「大国の軍事的コミットメントの信頼性と有益性に関する他国の認識を

高めることが、大国が望むことを他国にも望ませる結果を促進する」という主

張を行うものである O 課題設定の面において、信頼性の高い軍事的コミットメ

ントは、安全保障構造を強化して他国の選択の範囲を制限する O また、魅力の

面において、他国にとっても有益性の高い軍事的コミットメントは、大国のリー

ダーシップへの他国の同意と協力を促す。以上のことを例証するために、 1994

年9月から翌年12月にかけてナイが国防総省の次官補(国際安全保障問題担当)

として主導した日米同盟の再定義プロセス(ナイ・イニシアチブ)を取り上げ

るO 実証に用いる資料としては、当時の公式・非公式の報告書やナイ・イニシア

チブに関与した政府関係者の回想録等を利用する。

以下第1節で、先行するパワー概念に立ち返り、ソフト・パワーと軍事力の関

係を課題設定と魅力に分けて理論的に考察して分析枠組みを提示する。次の第

2節で、 1995年における臼本の安全保障に関する選考の変化を跡づける。ついで、

第3節で、日本側の選好の変化に対するナイ・イニシアチブの影響について分析

する O 最後に、以上の検討を踏まえ、本稿の主張の含意について簡単に考察す

る。

ソフト・パワー概念の再検討

本節では、ナイのソフト・パワー概念が依拠している先行研究を中心に、課題

設定については「非決定 (nondecision)J概念と国際政治経済学における構造的

パワー概念を、また、魅力については史的唯物論(マルクス主義)のヘゲモニ一

概念と覇権安定論(リアリズム)の威信概念に焦点を当てる。そして、以上の

考察から得られた分析枠組みとそれを例証するための事例の選択について簡単

に説明する O
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(1)課題設定と軍事資源

ソフト・パワーの課題設定面と軍事資源の関係を考える前に、まず前者につ

いて言及しておく。ナイが当初から認めてきたとおり、ソフト・パワー概念は

「パワーの第2の側面」である「非決定J概念に依拠している(12)。この概念は、

提唱者であるパクラック (PeterBachrach) とパラツツ (MortonBaratz) によっ

て「支配的なコミュニティの諸価値、神話、及ぴ政治的な制度や手続を操作す

ることにより、実際の決定の範囲を『安全な』論点に制限する慣行(13)Jと定義

されている。要するに、非決定とは、特定の好ましくない争点を議題から排除

するパワーのことである。非決定概念を国際関係論に応用している例としては、

クラズナー (StephenKrasner)のメタ・パワーを挙げることができる。メタ・パ

ワーは、国際制度すなわちゲームのルールを変える能力である (14)。それは、「間

接的な制度的パワー(15リと言ってもよく、構造的パワーの一種である。

課題設定と軍事資源との関係を考える上で、ストレンジ (SusanStrange)の構

造的パワーが参考になる。ソフト・パワーと類似した概念としてナイがそれに

言及したことがある (6)。この概念は、世界政治経済における物事のやり方やア

クターの関係を決める枠組みを形づくるパワーのことである。このパワーの保

持者は、他のアクターに対して「ある特定の決定または選択を行うべく直接的に圧

力をかけることなく、他人がもっている選択の範囲を変えることができる(17)J。構

造的パワーの源泉としては、生産、金融、および知識のほか安全保障が挙げら

れている。ここで特に注目したい安全保障構造とは[ある人びとが他の人びと

に対して安全を保障することから生み出される権力の枠組み(18)Jのことであ

るO 軍事力による安全保障の提供が他国の選択に影響を与える枠組みを形成す

る。言い換えれば、脅威からの保護を可能にするような軍事力は、構造的パワー

の源泉となるのである。

ただし、保護国がソフト・パワーを行使するためには、その軍事的コミット

メントは被保護国によって信頼されていなければならないはずである。同盟関

係におけるコミットメントは、同盟契約における言葉での約束と、同盟国を助

けることから得られる自国の利益からなる(19)。したがって、軍事的コミットメ

ントの信頼性は、保護国が被保護国を助ける利益の程度に関する被保護国の認

識に依存することになる。また、それは、保護国が戦力の前方展開などコスト

をかけたシグナルを出すことによっても高まる (20)。

(2)魅力と軍事資源

軍事力は、魅力を持つことによってもソフト・パワーを生み出す。そのこと
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を理解するためには、グラムシ (AntonioGramscj)のヘゲモニ一概念とギルピ

ン (RobertGilpin) の威信概念を再検討してみることが有益である。

ナイは、ソフト・パワーの概念を説明するに当たり、グラムシのヘゲモニ一

概念における同意の側面に注目している (21)。グラムシの考え方を国際政治経済

論に導入したコックス (RobertCox)の著作によると、「ヘゲモニーとは、支配

の構造であり、その構造と一貫したイデオロギーと制度が受け入れられること

によって広範な基礎をもった同意によって支えられている構造」をいう。パワー

は強制と同意の組み合わせであるが、ヘゲモニーは、パワーが「主に同意的な

形態をとる構造(22)Jなのである。

支配的な国家が他の国から同意を得るには、自国のリーダーシァプや利益を

犠牲にすることなく、他国を満足させることが必要で、ある O つまり、ヘゲモニー

を形成するためには、 11国が他国を直接に搾取する秩序ではなく、ほとんどの

他国……が自国の利益と両立するとみなせる秩序(23)Jを構築し保護することが

必要となる O そのために、世界秩序に関するイデオロギーや制度は、特定の国

家のためだけにあるとは見えないように、普遍的に構想される。また、支配的

な国家は、国家間のパワーの序列において次位にある国家と最初に協議してそ

れらの支持を獲得するよう努める O

本稿にとって重要なのは、グラムシのヘゲモニ一概念が軍事力も重視してい

る点である O ヘゲモニーは、歴史的構造の3要素である、物質的能力、イデオロ

ギ一、および制度がうまく適合し、世界秩序が安定している状態のことである。

ここで物質的な能力とは、「生産と破壊の潜在力」のことであるが、それには軍

備も含まれる。コックスによれば、パックス・ブリタニカはイギリスの海軍力・

経済的自由主義・ロンドン金融街が、パックス・アメリカーナはアメリカ中心

の同盟・修正された自由主義・国際制度が整合していたことにより説明できる

という (24)。

次に、ギルピンの覇権安定論が、国際システムの統治に影響を与える要因と

して、国家聞におけるパワーの分布と国際法・レジームとともに、「威信

(prestige) Jにも関心を払っている点に着目したい(25)。覇権国は、安全保障や経

済秩序といった国際公共財を提供することにより、その他の諸国に利益を与え、

威信すなわち統治の正当性を獲得する。ギルピンによれば、イギリスやアメリ

カが覇権国として成功したのも、力の劣った諸国に対し意思を押しつけたから

だけでなく、それらの諸国が覇権国のリーダーシップから利益を受けていたが

ゆえにそれを受け入れたからでもあるという (26)。安全の提供という重要な国際
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公共財が覇権国の軍事力によって支えられることは言うまでもない。

「仁慈 (benignity)Jは、魅力を生みだす(27)。覇権国のリーダーシップが「強

制的Jではなく、「善意的 (benevo]ent)Jなものであればあるほど、そのソフト・

パワーが強化される (28)。覇権国は、自国の安全と繁栄という長期的利益を確保

するために、公共財提供に伴う短期的なコストを進んで払うことがある (29)。受

益国は、たとえ公共財コストの負担を求められでもそれ以上に利益を得る場合

は、覇権国のリーダーシップを正当なものとして受け入れ、それに協力する傾

向が高まると考えられる (30)。ナイが指摘するように、「同盟国に関していうな

ら、アメリカが安全保障を提供する魅力的な国であれば、同盟国はアメリカの

国益に一致する見方をするようになる (3])Jのである O

(3)分析枠組みと事例

以上の理論的考察から、本稿では、「大国の軍事的コミットメントの信頼性と

有益性に関する他国の認識を高めることが、大同が望むことを他国にも望ませ

る結果を促進するJという仮説を設定したい。信頼性の高い軍事的コミットメ

ントは、安全保障構造を強化して他国の選択の範囲を制限する(課題設定のメ

カニズム)。また、他国にとっても有益性の高い軍事的コミットメントは、大国

のリーダーシップへの他国の同意と協力を促す(魅力のメカニズム)。

本稿は、この仮説を十分に検証することはできないが、一つの例証としてナ

イ・イニシアチブをとりあげる。この事例に着目するのは、ソフト・パワーの

提唱者であるナイ本人が実質的にこの概念を対日戦略の基本的アプローチとす

ることを提言し、その後、実際に政府高官としてその戦略を実行に移す機会を

持ったからである O ナイは、他の共著者とともに「アメリカの戦略と日本の変

化しつつある役割j というアスペン戦略グループのワークショップ(1992年8

月)に関する報告書の中で、アメリカが課題設定を通じてソフト・パワーを H

本に対して行使できることを以下のように力説している (32)。

幸いにも、アメリカは日本が戦略ビジョンを選択する際に極めて大きな影

響力を行使できる。そして、その影響力は、日本に直接圧力をかけてアメリ

カが望む政策を選択させるという形で発揮されるものではない。アメリカの

力で国際環境構造を整え、日本がその構造の中で活動できるようにしてやる

ことによって日本の選択を誘導する。アメリカの影響力はこうした形で発揮

されるのである。
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また、同じころ出版された単著の論文において、ナイは、対日戦略の基本と

して米軍のプレゼンスの維持を強調している (33)。要するに、本事例は、ソフト・

パワーと軍事力の関係を考えるうえで好都合なのである O

2 日本の安全保障に関する選好の変化

本節では、ナイ・イニシアチブを誘発した樋口レポートと、同イニシアチプ

が影響を与えることを目指した新防衛大綱を比較して、両者の主要な相違点を

明確にする。

(1)日本側の当初の選好:樋口レポート

1994年秋にナイ・イニシアチブが開始される直前に、日本は、安全保障政策

についてどのような選好を有していたのであろうか。その手掛かりを与えてく

れるのが、細川護照首相の私的諮問機関してスタートした防衛問題懇談会の報

告書である O 防衛問題懇談会は、冷戦後の国際環境と日本社会の変化を考慮し

つつ、 1994年前半に防衛力の新しいあり方について検討した結果、同年8月に報

告書『日本の安全保障と防衛力のあり方-21世紀へ向けての展望(34)j (通称「樋

口レポートJ) を新たに首相となった村山富市に提出した。同報告書は、「防衛

庁の防衛局が意見の取りまとめに深く関わって(35)Jおり、その後、 1976年の「防

衛計画の大綱」を見直すための布石となった。

樋口レポートの顕著な特徴は、多角的安全保障を強調した分、日米安全保障

関係の相対的な位置づけが低下したことである。安全保障政策の3本柱の記述で

は、第lに多角的安全保障協力の促進、第2に日米安全保障関係の機能充実、そ

して第3に信頼性の高い効率的な防衛力の保持が順番に列挙された。多角的安全

保障戦略の分野では、とくに国連平和維持活動 (PKO) における自衛隊の役割

強化が強調された。その背景としては、当時、国連平和機能の強化への期待が

あったことと、カンボジアやモザンピークにおいて自衛隊がPKOに初めて参加

し経験を積み始めた時期であったことが考えられる O

樋口レポートのもう lつの特徴は、冷戦後の国際安全保障環境の変化を踏まえ

て日米同盟を再定義していくという方針が示されなかったことである。そもそ

も1978年の[日米防衛協力のための指針」を策定した日米協議において、日本

は、閣議決定されたばかりの「防衛計画の大綱」を理由に米国が要求する極東

事態への協力を拒絶したことがある (36)。また、冷戦が終結して間もない1991年

春にフォード (CarlFord)国防次官補首席代理が始めた日米協議においても、

アメリカ側は日本周辺における米軍の作戦への日本の後方地域支援に焦点を当
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てていた(37)。日本側の消極的な態度は、朝鮮半島における 1994年春の核危機を

経てもすぐには変わらなかったのである。

(2) 日本側の選好の変化:新防衛大綱

ナイ・イニシアチブの最終段階において、日本で1995年11月に閣議決定され

たのが、「平成8年度以降に係る防衛計画の大綱(38)J (通称、「新防衛大綱J)で

ある。新防衛大綱は「基本的に樋口レポートの考えを採用したjと考えられる

が(39)、同レポートと異なる特徴を2つ有する。

第lの特徴は、新防衛大綱が日本の安全保障政策における日米安保体制の中核

的な重要性を強調したことである O

米国との安全保障体制は、我が国の安全の確保にとって必要不可欠なもの

であり、また、我が国周辺地域における平和と安定を確保し、より安定した

安全保障環境を構築するためにも、引き続き重要な役割を果たしていくもの

と考えられる。

新防衛大綱には、「日米安全保障体制」という言葉が13回も登場する O これは、

1976年の旧防衛大綱では2回だけであったのと比べると大幅な増加であった(40)。

他方で、新防衛大綱には、樋口レポートのキーワードであった「多角的安全保

障協力Jという用語は採用されなかった。代わりに「より安定した安全保障環

境の構築への貢献jという表現を使い、また、丈書の構成上前面に出すことを

やめた結果、多国間協力が日米安保体制と競合するかのようなニュアンスがな

くなった。

新防衛大綱の第2の特徴は、日本周辺の緊急事態における日米防衛協力(周辺

事態対処)が書き込まれた点である O

我が国周辺地域において我が国の平和と安全に重要な影響を与えるような

事態が発生した場合には、憲法及び関係法令に従い、必要に応じ国際連合の

活動を適切に支持しつつ、日米安全保障体制の円滑かっ効果的な運用を図る

こと等により適切に対応する。

周辺事態対処の受け入れは、日本の防衛政策における歴史的な転換点を意味

している。前項で述べたように、日本政府は、アメリカ側からの強い要望であっ

た朝鮮半島の有事における日米防衛協力を長い間認めてこなかった経緯がある O
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3 ナイ・イニシアチブの影響

本節では、アメリカ側の選好と働きかけを概観するとともに、軍事的コミッ

トメントの信頼性と有益性が課題設定や魅力とどう関わってくるのかを検討す

る。

(1)アメリカ側の選好と働きかけ

ナイ国防次官補が就任してすぐに公表された、国防大学マクネア・ペーパー

「米日同盟の再定義一東京の防衛計画jは、非公式な文書ながら当時のアメリカ

政府の対日戦略の基本的な考え方を示している (4J)。このペーパーは、国防大

学・国家戦略研究所のクローニン (PatrickCronin) 主任研究員(当時)と国防

総省のコンサルタントでもあった防衛分析研究所のグリーン (MichaelGreen) 

研究員(当時)が国防総省に対して提出したペーパーに多少の修正を加えて 1994

年11月に出版したものである (42)。

このペーパーは、樋口レポートを「日本のアメリカ離れjの兆候として捉え

た。つまり、日本は、アメリカの日米同盟へのコメットメントが弱まる場合に

備えて、国連と地域の多角的制度や、独立した自国の防衛能)Jに関心を持ち始

めていると分析したのである。そして、早急に、同盟における日米の新たな役

割と任務を明確にしておかないと、 2国聞の防衛協力に振り向けられる日本の政

治的・財政的資源が低下することになるかもしれないと懸念を表明した(43)。

クローニンとグリーンは、対日戦略におけるアメリカの3大目的として、①日

米同盟によるアメリカの前方展開とアジアにおける勢力均衡、②アメリカとの

パートナーシップの枠組み内での日本のより積極的な安全保障上の役割、およ

び③日本の新しい一方的な任務や能力の発展阻止を挙げた。そして、朝鮮半島

をめぐる不確実性がくすぶり続け、日本が防衛計画の大綱を約20年ぶりに見直

している今こそ、同盟の再定義に関する日本との包括的な対話が必要であるこ

とを強調した。本稿との関連では、とくに両国間の安全保障協力に関する新た

な指針(ガイドライン)の作成や「米軍への日本の作戦上の支援の改善」をと

りあげた点が注目される (44)。

ナイ・イニシアチブの基本的な公式丈書は、国防総省国際安全保障問題局が1995

年2月に公表した「東アジア太平洋地域におけるアメリカの安全保障戦略(45)J (通

称、「東アジア戦略報告 (EASR)J)である。それは、ナイ国防次官補の下で作成

されたため、ナイ・レポートとも呼ばれている。東アジア戦略報告は、アジア・
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太平洋地域における2国間同盟関係の強化を重視した。多国間アプローチについ

ては、参加と支援が表明されているものの、「この地域におけるアメリカの2国

間関係を補完するものであって、これに代わるものにはならないjと釘を刺す

ことも忘れなかった。安全保障上の具体的な目的としては、とくに日米関のパー

トナーシップの強化が強調され、それを通じて日米両国が地域と世界の安全保

障を協力して推進していくと明記された。日米同盟が「アジアにおける米国の

安全保障政策のかなめ (linchpin)Jであることも再確認された。

ナイ・イニシアチブの狙いは、東アジア戦略報告で示された「米国の考えを

反映した新防衛大綱にすること、さらにその内容を進めた『日米安保強化』の

共同宣言を行って両国のコミットメントを明確にするjことであった (46)。アメ

リカ側の関係者の証言によれば、「ナイ次官補は新防衛大綱に非常に強い関心を

持っていた。新大綱と日米安全保障共同宣言が、東アジア戦略報告と同じ主旋

律を持つべきだと考えていた(47)oJ 

日米協議においては、東アジア戦略報告と新防衛大綱の「ドラフト(草案)

協議(48)Jも実施された。まず、アメリカ政府は、日本の参加者に束アジア戦略

報告の草案を渡しただけでなく、日本政府からの非公式の反応を最終版に取り

入れたという O 当時、ナイの誘いにより国家情報会議の東アジア・太平洋担当

上級分析官の職にあったヴォーゲル (EzraVoge¥)と国防総省日本部長であった

ジアラ (paulGiarra)によれば、そうしたのは、日米協力を進めたいとのアメリ

カ側の要望を日本側に理解してもらうためと、日本政府に対して防衛大綱の書

き方を指示するというのではなく、むしろ国際情勢に関する全般的な理解を共

有するためであった(49)。そして、新防衛大綱の草案もアメリカ側に示された。

結果として、「日本政府の新『防衛計画の大綱』は完全に『極東アジア戦略報告』

の精神を反映するもの(50)Jとなった。ナイは、国防次官補を辞任する直前にワ

シントン・ポスト紙に投稿した記事において、新防衛大綱が東アジア戦略報告を

「補完するJと表現している (5J)。それでは、ナイ・イニシアチブにおいて、軍事

力はどのような役割を果たしたのであろうか。

(2)軍事的コミットメン卜の信頼性と課題設定

東アジア戦略報告の基調にあるのは、アジア太平洋地域において米軍の前方

プレゼンスを維持する重要性の強調である。その背景には、冷戦終結後におけ

る米軍プレゼンスの削減がある O 初代のブッシュ (GeorgeH.W. Bush)政権は、

「東アジア戦略構想 (EASI)J (1990年、 1992年)で明らかにされたとおり、東ア

ジアにおける米軍の大幅な陸上兵力と一部の航空兵力を3段階に分けて削減する



国際安全保障 第39巻第4号 59 

ことを計画し一部実行に移した(52)O しかも、その後のクリントン (William

Clinton)大統領は、 1993年1月に就任すると当初は、外交でも内政でも経済問題

を最優先に扱った。その結果、アメリカ政府内における安全保障問題への政治

的関心と国防総省の相対的な発言力が低下した。

信頼性の低い軍事的コミットメントは、安全保障構造を弱体化してしまう。

ナイ・イニシアチブの前には、アジア太平洋におけるアメリカのコミットメン

トが不確かなまま、新たな防衛計画の大綱や中期防衛力整備計画の準備を始め

なければならない状況について不満を表明する日本政府関係者もいた(53)O ま

た、新聞報道によれば、樋口レポートの草案では、「アメリカがプレゼンスを維

持するかあてにならない以上、多角的安保への依存を深めていかざるをえないj

というような記述があったという (54)。こうした背景から、マクネア・ペーパー

は、「日本の防衛計画者が真空状態で作業しないですむように日米協議を直ちに

開始する (55)Jことを主張したのである O

信頼性の高い軍事的コミットメントは、安全保障構造を強化して他国の選択

の範囲を制限する。東アジア戦略報告は、 2つの点で米軍のコミットメントの信

頼性を強化した。第一に、わざわざ「約10万人の要員」という数字を挙げて、

「予見可能な将来の問jアジア太平洋地域におけるアメリカの前方展開軍のプレ

ゼンスを維持することを強調した。実は、すでにクリントン政権は、発足して

から l年以内に、アスピン (LeslieAspin， Jr.)国防長官がまとめた「ボトム・アッ

フ0・レビュー報告書Jにおいて、「欧州では約10万人J、「北東アジアではlO万人

近い兵員を維持する計画」を公表していた(刷。けれども、同盟諸国へのメッセー

ジの意味合いが強い東アジア戦略報告で具体的な数字を挙げたのは、軍事計画

の硬直化というコストをかけたシグナルの意味があった。

第2に、東アジア戦略報告は、政治と経済の連動も視野に入れて「アジア太平

洋地域の安全保障における米国の恒久的な国益」ゃ「アジアに米国の前方プレ

ゼンスを継続する理論的根拠Jを詳細に説明することにより、アメリカの軍事

的コミットメントについて信頼性を高めた。同報告書からの引用を続けると、

「日に見える形での米国の軍事プレゼンスほど、われわれの安全保障コミットメ

ントを明確なメッセージとして伝えるものはない」のであり、軍事プレゼンス

によって「米国の同盟諸国は、その国防計画を策定する場合、信頼すべき米国

の安全保障を基礎に置ける」のである。つまり、樋口レポートが指摘していた、

多角的安全保障協力への依存を深めざるを得ないという状況は消えて、日米安

全保障協力を最優先にできるような状況になったのである O 東アジア戦略報告
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は、そういう意味で同盟国の選択肢を限定したと言えよう O

もちろん、東アジア戦略報告だけで、日本の選択が限定されたわけで、はない。

当時の防衛庁防衛局長であった秋山昌慶によれば、 1995年5月の日米安全保障高

級事務レベル協議 (ssc)の時点では、同庁の事務方は、樋口レポートの提言を

尊重して、日米安保体制よりも多国間安全保障協力を前面に出すように主張し

ていた。しかし、その後、アメリカ側と同様の主張をしていた玉津徳一郎防衛

庁長官(当時)や外務省の立場に同調するようになったという (57)。秋山は、こ

の変化が日米協議プロセスから生じたものであることを述べている。

大綱では、日米安保体制よりも多国間安全保障国際協力を前面に出すとい

う形を取らず、国際協力を重視した上で、冷戦終結後も日米安保体制、ひい

ては日米関係全般の重要性を、特に強調している O 樋口レポートが提出され

た後、新大綱が策定されるまでのl年強の期間に、ワシントンを中心にした日

米の安全保障当事者、若手クラスあるいは政府を取り巻く研究者の対話、こ

れと並行的に進められた政府間ベースの対話から、こういう形が出てきたと

考える (58)。

こうした2国間の「相互作用の過程(59)Jから、日本政府内の日米安全保障体

制の位置づけが固まっていったのである。

(3)軍事的コミットメントの有益性と魅力

東アジア戦略報告は、米軍のプレゼンスこそがアジア太平洋地域の安定とい

う公共財を提供していることを強調している。東アジア戦略報告で最も注目さ

れた部分は、次のものであろう O

安全保障は酸素に似ている。酸素がなくなりかけて、初めてその存在に気

がつくようになるのである。米国の安全保障プレゼンスは、東アジア発展の

ための“酸素"提供を支援する役割を果たしてきている O

船橋洋一の言葉を借りれば、 ir酸素』はそのプレゼンスを『公共財』として

打ち出す巧みなコピーライトで(60)Jあった。さらに、東アジア戦略報告は、「米

国と条約上の同盟関係にある国々にとどまらず、米国の軍事プレゼンスによっ

て実現する安定は、アジア太平洋地域の経済発展のための健全な基盤を提供し、

アジア諸国と米国の双方に利益をもたらしている」ことも指摘して、この公共
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財の意義を経済の分野にまで拡大している O

他国にとっても有益な軍事的コミットメントは、大国のリーダーシップへの

他国の同意と協力を促す。東アジア戦略報告は、以下のとおり利益の共有と責

任の分担をリンクさせている。

米国は冷戦時代において、友好・同盟諸国とともに、世界と地域の安全保

障から得られる利益を共有しているのはもちろん、責任も分担するようになっ

た。友好・同盟諸国が経済力を強化し、世界規模のリーダーシップの役割を

担うのと歩調を合わせて、この責任の分担が継続されるだろう O

そして、日本の新たな役割として、「地域と世界の安全保障に対する一層の貢

献」を求めた。その後1995年の初秋ごろに、アメリカ側のこうした期待を受け

て米軍との防衛協力を検討した結果、自衛隊の統合幕僚会議事務局が周辺事態

対処を新しい防衛大綱に取り入れることを要請してきた。その結果、新防衛大

綱に周辺事態対処の記述が入ることになったのである (61)。

おわりに

これまで本稿では、ナイ・イニシアチブの事例を分析することにより、軍事

力がソフト・パワーの源泉になりうることを考察してきた。より具体的には、

アメリカが軍事プレゼンスの信頼性を高めることにより日米同盟の基軸性を日

本側に説得し、また軍事プレゼンスを公共財として魅力的に枠づけることによ

り日本が自らアジア・太平洋地域での安全保障協力、とりわけ周辺事態対処に積

極的になる状況を作り出したことを明らかにした。本稿は、「大国の軍事的コ

ミットメントの信頼性と有益性に関する他国の認識を高めることが、大国が望

むことを他国にも望ませる結果を促進する」という仮説を十分に検証したわけ

ではないが、とりあえず例証することはできたのではないだろうか。

ただし、日本が日米同盟の基軸性を再確認し周辺事態対処の役割を受け入れ

たのは、アメリカのソフト・パワーによる働きかけだけで説明できるわけではな

いことに留意する必要がある。まず、日本の政策当局者が1994年春の核危機に

直面して「朝鮮半島における有事があれば日米同盟は機能できずにその存続が

危なくなるであろう」という危機感を持つようになっていたことも重要な要因

であろう (62)。また、日本外交は、憲法9条と B米安保関係を組み合わせた構造

に規定されているのであり、日本の安全保障政策における選択の範囲はそもそ
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も広くないとも言える (63)。しかし、いずれの場合も、日本がアメリカによる軍

事的保護を必要としている現実と関係しているのは興味深い。

最後に、本稿の結論から2つの政策的含意に簡単に言及しておく o 1つは、日

米同盟のいわゆる「対等性」の議論は、アメリカが形成する軍事的構造におけ

る影響力の非対称性を考慮に入れなければならないということである O そして、

もう lつは、アメリカの提供する軍事的公共財に対して貢献することにより、日

本もアメリカや第3国に対してソフト・パワーを行使できるのではないかという

ことである。

(みやおかいさお 慶藤義塾大学准教授)
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